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１. 15年 3月期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 15年 3月 31日）
(1)経営成績 (注)金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 15年 3月期 84,290 6.5 4,108 54.3 4,780 33.6 
 14年 3月期 79,165 △ 15.2 2,663 △ 24.4 3,579 △ 24.6 

当期純利益 １株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
1株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総　資　本
経常利益率

売　上　高
経常利益率

百万円 ％ 円　銭 円　銭 ％ ％ ％
 15年 3月期 1,603 △ 31.2 7.68 7.44 2.7 3.2 5.7 
 14年 3月期 2,329 △ 39.5 11.26 10.63 4.1 2.4 4.5 
(注)①期中平均株式数　　　　　 15年 3月期　205,026,480 株　　 14年 3月期　206,803,017 株
　　②会計処理の方法の変更　　 有
　　③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
１株当たり年間配当金 配当金総額 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

 15年 3月期 6.00 3.00 3.00 1,221 78.1 2.2 
 14年 3月期 6.00 3.00 3.00 1,244 53.4 2.1 

(3)財政状態

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり
株主資本

百万円 百万円 ％ 円　銭
 15年 3月期 148,596 56,735 38.2 279.59
 14年 3月期 152,435 60,102 39.4 289.92
(注)①期末発行済株式数　 15年 3月期 202,825,587 株　 14年 3月期 207,310,914 株
　　②期末自己株式数　　 15年 3月期   2,228,064 株　 14年 3月期   1,339,737 株

２. 16年 3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日 ）
　 １株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 44,400 2,500 1,500 3.00 　　 ― 　　 ―
通　期 91,000 5,500 3,300 　　 ― 3.00 6.00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)　16円 27銭

※　業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は
　　今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
　　上記業績予想に関連する事項につきましては、連結添付資料の８ページをご参照ください。

売上高 経常利益 当期純利益

配当性向



１．個別財務諸表等

（１）貸借対照表（借方）
( 単位：百万円 )

期　別　 前　期 当　期 増　減

(平成14年3月31日) (平成15年3月31日) ( △ 印 は 減 )

　科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

流　動　資　産   ％   ％  
現 金 及 び 預 金  ６,９４９  ７,３３１  ３８２ 
受 取 手 形  ７３９  ７５２  １２ 
売 掛 金  １６,９０８  ２０,４８４  ３,５７５ 
製 品  ５,２５０  ５,９７３  ７２３ 
半 製 品 ・ 副 産 物  １,４０６  １,３３７   △ ６８ 
原 材 料  ２,９７７  ２,９８４  ６ 
仕 掛 品  ２,５５１  １,７４１   △ ８１０ 
貯 蔵 品  １８３  ２６７  ８４ 
前 払 費 用  ３４  ８６  ５２ 
繰 延 税 金 資 産  １,１８４  １,３８１  １９６ 
短 期 貸 付 金  １１,１５４  １２,２３１  １,０７７ 
未 収 入 金  ３,７４３  ７５０   △ ２,９９３ 
そ の 他 の 流 動 資 産  １,０８８  ７９０   △ ２９８ 
貸 倒 引 当 金   △ ６０   △ １１８   △ ５７ 
流 動 資 産 合 計  ５４,１１０ 35.5  ５５,９９４ 37.7  １,８８３ 

固　定　資　産      
有 形 固 定 資 産      
建 物  １０,９９９  １０,８３１   △ １６７ 
構 築 物  ３,１１７  ３,０１７   △ ９９ 
機 械 装 置  ８,６８６  ８,０７６   △ ６０９ 
車 輌 運 搬 具  ６６  ６５   △ ０ 
工 具 器 具 備 品  １,０９１  １,３０８  ２１７ 
土 地  １２,１３１  １２,１０８   △ ２２ 
建 設 仮 勘 定  ７９１  ３,３１１  ２,５２０ 
有 形 固 定 資 産 合 計  ３６,８８３ 24.2  ３８,７２０ 26.1  １,８３７ 

無 形 固 定 資 産      
借 地 権  ９７  ９９  ２ 
ソ フ ト ウ ェ ア  ５１１  ５３５  ２３ 
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産  ２５  ２４   △ １ 
無 形 固 定 資 産 合 計  ６３４ 0.4  ６５９ 0.4  ２５ 

投資その他の資産      
投 資 有 価 証 券  ５２,５８７  ４３,９５５   △ ８,６３２ 
長 期 貸 付 金  ５,５４６  ５,４０８   △ １３８ 
長 期 前 払 費 用  １５８  ８４   △ ７４ 
前 払 年 金 費 用  １,０５５  ２,５２３  １,４６７ 
そ の 他 の 投 資  １,４５４  １,３６４   △ ９０ 
貸 倒 引 当 金   △ １３   △ １１３   △ １００ 
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計  ６０,７９０ 39.9  ５３,２２２ 35.8   △ ７,５６８ 
固 定 資 産 合 計  ９８,３０８ 64.5  ９２,６０２ 62.3   △ ５,７０６ 

繰　延　資　産  １６ 0.0  ― ―   △ １６ 
資　産　合　計  １５２,４３５ 100.0  １４８,５９６ 100.0   △ ３,８３８ 
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貸借対照表（貸方）
( 単位：百万円 )

期　別　 前　期 当　期 増　　減
(平成14年3月31日) (平成15年3月31日) ( △ 印 は 減 )

　科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額
流　動　負　債   ％   ％  

支 払 手 形  ２,７３８  ３,０７７  ３３８ 
買 掛 金  １１,６８４  １３,５００  １,８１６ 
短 期 借 入 金  １５,９６７  １９,６６３  ３,６９６ 
コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー  １,０００  ―   △ １,０００ 
転 換 社 債
(1 年 内 償 還 予 定 )

 ７,６４６  ―   △ ７,６４６ 

未 払 金  １,３８６  １,６８５  ２９８ 
未 払 費 用  ２,２７１  ２,４８３  ２１２ 
未 払 法 人 税 等  ３６９  ２９０   △ ７９ 
未 払 消 費 税 等  ２３８  ４０３  １６５ 
預 り 金  ４,４２９  ４,５９４  １６５ 
設 備 関 係 支 払 手 形  １,９５５  ３,２４０  １,２８４ 
賞 与 引 当 金  １,６３７  １,６９５  ５７ 
そ の 他 の 流 動 負 債  １１５  ３０８  １９２ 
流 動 負 債 合 計  ５１,４４１ 33.7  ５０,９４２ 34.3   △ ４９８ 

固　定　負　債      
社 債  ９,０００  ９,０００  ― 
転 換 社 債  ７,９９９  ７,９９９  ― 
長 期 借 入 金  １８,１７９  １９,８００  １,６２０ 
繰 延 税 金 負 債  ５,１１５  ３,５９３   △ １,５２２ 
役 員 退 職 引 当 金  ５３９  ４７０   △ ６８ 
そ の 他 の 固 定 負 債  ５８  ５４   △ ３ 
固 定 負 債 合 計  ４０,８９１ 26.8  ４０,９１７ 27.5  ２６ 

負　債　合　計  ９２,３３２ 60.5  ９１,８６０ 61.8   △ ４７２ 
資　　本　　金  １５,９９４ 10.5  ―   △ １５,９９４ 
法 定 準 備 金  １６,５２８ 10.8  ―   △ １６,５２８ 

資 本 準 備 金  １３,３７２  ―   △ １３,３７２ 
利 益 準 備 金  ３,１５６  ―   △ ３,１５６ 

剰　　余　　金  ２２,８１８ 15.0  ―   △ ２２,８１８ 
任　 意　 積　 立　 金  １９,５２４ 12.8  ―   △ １９,５２４ 
特 別 償 却 準 備 金  ６  ―   △ ６ 
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金  ２,４７５  ―   △ ２,４７５ 
固定資産圧縮特別勘定積立金  ２,２４１  ―   △ ２,２４１ 
別 途 積 立 金  １４,８００  ―   △ １４,８００ 

当 期 未 処 分 利 益  ３,２９４ 2.2  ―   △ ３,２９４ 
( 当 期 純 利 益 ) ( ２,３２９) ( ―) ( △ ２,３２９)

その他有価証券評価差額金  ５,１４０ 3.4  ―   △ ５,１４０ 
自　己　株　式   △ ３７９ △0.2  ―  ３７９ 

     
資　　本　　金  ―  １５,９９４ 10.8  １５,９９４ 
資 本 剰 余 金  ―  １３,３７２ 9.0  １３,３７２ 
資　 本　 準　 備　 金  ―  １３,３７２  １３,３７２ 
そ の 他 資 本 剰 余 金  ―  ０  ０ 
自 己 株 式 処 分 差 益  ―  ０  ０ 

利 益 剰 余 金  ―  ２５,２６９ 17.0  ２５,２６９ 
利　 益　 準　 備　 金  ―  ３,１５６ 2.1  ３,１５６ 
任　 意　 積　 立　 金  ―  １９,８９９ 13.4  １９,８９９ 
特 別 償 却 準 備 金  ―  ５  ５ 
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金  ―  ４,２８５  ４,２８５ 
固定資産圧縮特別勘定積立金  ―  １０８  １０８ 
別 途 積 立 金  ―  １５,５００  １５,５００ 

当 期 未 処 分 利 益  ―  ２,２１３ 1.5  ２,２１３ 
( 当 期 純 利 益 ) ( ―) ( １,６０３) ( １,６０３)

その他有価証券評価差額金  ―  ２,７４６ 1.8  ２,７４６ 
自　己　株　式  ―   △ ６４７ △0.4   △ ６４７ 

資　本　合　計  ６０,１０２ 39.5  ５６,７３５ 38.2   △ ３,３６６ 
負債及び資本合計  １５２,４３５ 100.0  １４８,５９６ 100.0   △ ３,８３８ 
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（２）損益計算書
( 単位：百万円 )

期　別　 前　　期 当　　期

自 平成13年４月１日 自 平成14年４月１日 増　減

　科　目 至 平成14年３月31日 至 平成15年３月31日 (△印は減)

％ ％

経 常 損 益 の 部

Ⅰ 営 業 損 益 の 部

７９,１６５ 100.0 ８４,２９０ 100.0 ５,１２４

６０,３０１ 76.2 ６３,７７６ 75.7 ３,４７４

１６,２００ 20.5 １６,４０４ 19.4 ２０４

２,６６３ 3.3 ４,１０８ 4.9 １,４４５

Ⅱ 営 業 外 損 益 の 部

２,４１９ 3.1 ２,３８２ 2.8 　△ ３７

受 取 利 息 及 び 配 当 金 １,４８４ １,４６３ 　△ ２１

不 動 産 収 入 ５７６ ６２２ ４６

雑 収 入 ３５８ ２９５ 　△ ６２

１,５０３ 1.9 １,７１０ 2.0 ２０６

支 払 利 息 ６８０ ６７６ 　△ ４

雑 損 失 ８２３ １,０３４ ２１１

３,５７９ 4.5 ４,７８０ 5.7 １,２０１

特 別 損 益 の 部

Ⅰ ２,０６１ 2.6 ２,３３４ 2.7 ２７３

Ⅱ ２,０５８ 2.6 ４,９１２ 5.8 ２,８５４

３,５８２ 4.5 ２,２０３ 2.6 　△ １,３７８

３４１ 0.4 ５０５ 0.6 １６４

９１１ 1.2 ９４ 0.1 　△ ８１７

２,３２９ 2.9 １,６０３ 1.9 　△ ７２５

２,１４５ ２,２６８ １２２

６２２ ６１２ 　△ ９

５５８ １,０４５ ４８６

３,２９４ ２,２１３ 　△ １,０８０

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

利益による自己株式消却額

当 期 未 処 分 利 益

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額
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（３）利益処分案
( 単位：百万円 )

期　別　 前　　期 当　　期

自 平成13年４月１日 自 平成14年４月１日

　科　目 至 平成14年３月31日 至 平成15年３月31日

３,２９４　　 ２,２１３　　

０　　 ０　　

３００　　 ２９９　　

２,２４１　　 １０８　　

５,８３７　　 ２,６２２　　

　 これを次のとおり処分します。

６２１　　 ６０８　　

　（１株につき３円） 　（１株につき３円）

２８　　 ２８　　

―　　 １　　

２,１１０　　 ２４９　　

１０８　　 ―　　

７００　　 ―　　

２,２６８　　 １,７３５　　

（４）部門別売上高明細表
( 単位：百万円 )　

期　別　
前　　　期 当　　　期

自 平成13年４月１日 自 平成14年４月１日 増減 増減率
至 平成14年３月31日 至 平成15年３月31日 (△印は減) (△印は減)

　部　門 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比
％ ％ ％

油 化 事 業 部  　35,709   　 45.1   　36,060   　 42.8   　   351   　  1.0  

化 成 事 業 部  　16,862   　 21.3   　20,073   　 23.8   　 3,210   　 19.0  

化 薬 事 業 部  　12,214   　 15.4   　12,553   　 14.9   　   338   　  2.8  

ﾗ ｲ ﾌ ｻ ｲ ｴ ﾝ ｽ事業部  　 1,650   　  2.1   　 2,108   　  2.5   　   458   　 27.8  

食 品 カ ンパ ニー  　12,281   　 15.5   　12,324   　 14.6   　    43   　  0.4  

DDS 事 業 開 発 部  　   447   　  0.6   　 1,041   　  1.2   　   594   　132.9  

電 材 事 業開 発部  　    ―   　   ―   　   127   　  0.2   　   127   　   ―  

合 計  　79,165   　100.0   　84,290   　100.0   　 5,124   　  6.5  
( う ち 輸 出 高 ) (　 6,747 ) (　  8.6 ) (　 8,738 ) (　 10.4 ) (　 1,990 ) (　 29.5 )

次 期 繰 越 利 益

取 締 役 賞 与 金

特 別 償 却 準 備 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

固 定 資 産 圧 縮 特 別 勘 定 積 立 金

計

利 益 配 当 金

別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額

固 定 資 産 圧 縮 特 別 勘 定 積 立 金 取 崩 額
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（注　記）

１．重要な会計方針

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法

　子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法

　その他有価証券

　　時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価額等に基づく時価法であります。（評価差額は全部

　　　　　　　　　　　　　　　　資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定してお

　　　　　　　　　　　　　　　　ります。）

　　時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

(２) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　移動平均法による原価法

(３) 固定資産の減価償却の方法

　①有形固定資産　  建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外は定率法

　②無形固定資産　  定額法

　　　　　　　　　　なお、ソフトウェア（自社利用）は社内利用可能期間（５年）による定額法

(４) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理して

　おります。

(５) 引当金の計上基準

①貸 倒 引 当 金　  貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

　　　　　　　　　　念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

　　　　　　　　　　上しております。

②賞 与 引 当 金　　従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

③役員退職引当金　  役員等の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

　　　　　　　　　　おります。

 ※③の引当金は 商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。

(６) リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(７) ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等について

　は、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては、特例処理の要件を

　満たしている場合は特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段

　　為替予約取引及び金利スワップ取引

　ヘッジ対象

　　為替予約　　　　外貨建営業取引

　　金利スワップ　　借入金の金利

(８) 消費税等の会計処理方法

　税抜方式を採用しております。
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（会計方針の変更）

　＜自己株式及び法定準備金取崩等に関する会計基準＞

当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」(企業会計基準第１号)を適用しており

ます。これによる当期の損益に与える影響は軽微であります。

なお、財務諸表等規則の改正により、当期における貸借対照表の資本の部については、改正後の財務諸

表等規則に基づいて作成しております。

　＜１株当たり情報＞

当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)を適用しております。

なお、これによる影響については「１株当たり情報に関する注記」に記載しております。

(前　　　期)　 (当　　　期)　

２．有形固定資産の減価償却累計額 ７２,９９７百万円 ７５,４１９百万円

３．保証債務 ４,５８７百万円 ３,０９０百万円

４．株式の状況

授権株式総数 790,000,000株 786,403,000株

発行済株式総数 208,650,651株 205,053,651株

(注)株式消却が行なわれた場合には、それに相当する株式数を減ずる旨定款に定めております。

当期中の発行済株式数の減少内訳

　利益による自己株式消却　　消 却 株 式 数 ３,５９７千株

　　　　　　　　　　　　　　取得価額の総額 １,０４５百万円

５．特別利益、特別損失の主な内訳 (前　　　期)　 (当　　　期)　

特別利益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ―百万円 １,７３２百万円

営 業 権 譲 渡 益 ―百万円 ３４２百万円

固 定 資 産 売 却 益 １,２５９百万円 １６６百万円

保 険 差 益 ７５５百万円 ―百万円

そ の 他 ４６百万円 ９３百万円

特別損失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ８００百万円 ４,２９９百万円

代 替 資 産 圧 縮 記 帳 損 ７５５百万円 ―百万円

爆 発 事 故 損 失 ２６７百万円 ―百万円

そ の 他 ２３４百万円 ６１３百万円

６．リース取引関係

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引

(前　　　期)　 (当　　　期)　

工具器具備品等 工具器具備品等 

(1) 取得価額相当額 １,１７０百万円 ６８０百万円

　　減価償却累計額相当額 ７９８百万円 ３７４百万円

　　期末残高相当額 ３７１百万円 ３０６百万円
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(前　　　期)　 (当　　　期)　

(2) 未経過リース料期末残高相当額

　　　　　　　　　１年内 １６９百万円 １３７百万円

　　　　　　　　　１年超 ２０２百万円 １６９百万円

　　　　　　　　　 合計 ３７１百万円 ３０６百万円

(3) 支払リース料 ３０２百万円 １８９百万円

　　減価償却費相当額 ３０２百万円 １８９百万円

　　減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっております。

(4) 上記注記は、未経過リース料期末残高の有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

　　利子込み法により算定しております。

７．有価証券関係

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

(前　　　期)　 (当　　　期)　

　子会社株式　貸借対照表計上額 ４００百万円 ４００百万円

　　　　　　　時　　　　　　価 ２,４１９百万円 ２,０９８百万円

　　　　　　　差　　　　　　額 ２,０１９百万円 １,６９８百万円

８．税効果会計関係

(当　　　期)　

繰延税金資産

退 職 給 付 引 当 金 １,１５０百万円

賞 与 引 当 金 ５８９百万円

役 員 退 職 引 当 金 １９３百万円

未 払 費 用 ４５０百万円

株 式 評 価 損 ３７５百万円

そ の 他 ７２４百万円

繰延税金資産の合計 ３,４８２百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 　　△ １,９０８百万円

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 　　△ ２,９４３百万円

退 職 給 付 信 託 設 定 益 　　△ ８３８百万円

そ の 他 　　△ ４百万円

繰延税金負債の合計 　　△ ５,６９４百万円

繰延税金負債の純額 　　△ ２,２１１百万円

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、地方税法の改正(平成16年４月１日

以降開始事業年度より法人事業税に外形標準課税を導入)に伴い、当期における一時差異等のうち、平

成16年３月末までに解消が予定されるものは改正前の税率、平成16年４月以降に解消が予定されるもの

は改正後の税率であります。この税率の変更により、当期末の繰延税金資産の金額が8百万円減少し、

繰延税金負債の金額が87百万円減少し、また当期費用計上された法人税等調整額が32百万円減少して

おります。
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９．１株当たり情報
前　　期 当　　期

(自 平成13年４月１日 (自 平成14年４月１日 
 至 平成14年３月31日)  至 平成15年３月31日)

　１株当たり純資産額 289.92　 　１株当たり純資産額 279.59　

　１株当たり当期純利益金額 11.26　 　１株当たり当期純利益金額 7.68　

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

10.63　 7.44　

　当期から「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第４号)を適用しております。

　なお、前期と同じ方法により算定した場合の当

期の１株当たり情報については、以下のとおりと

なります。

　１株当たり純資産額 279.73　

　１株当たり当期純利益 7.82　

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益

7.57　

算定上の基礎
前　　期 当　　期

自 平成13年４月１日 自 平成14年４月１日
至 平成14年３月31日 至 平成15年３月31日

―――― １株当たり当期純利益

　当期純利益 1,603百万円　

　普通株主に帰属しない金額 28百万円　

　普通株式に係る当期純利益 1,575百万円　

　期中平均株式数 205,026千株　

―――― 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　当期純利益調整額 53百万円　

　 (うち支払利息(税額相当控除後) 51百万円) 

　普通株式増加数 13,784千株　

　 (うち転換社債 13,767千株) 

　 (うち新株予約権 17千株) 

　希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

　株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

　株式の概要

　　平成12年６月29日定時株主総会決議ストック

　　オプション(自己株式譲渡方式)

　　　　　　　　　普通株式 1,150千株　
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２．役員の異動 
 

（平成１５年６月２７日開催の定時株主総会およびその後の取締役会ならびに監査役会において次の 

とおり選任される予定であります。） 

 

 

（１）新任取締役候補 

    取締役兼常務執行役員   鈴 木 重 雄   （現 執行役員 化成事業部長、 

経営企画室長に就任予定） 

    取締役兼常務執行役員   服 部 勝 英   （現 常務執行役員 化薬事業本部長） 

 

 

（２）新任監査役候補 

    常 勤 監 査 役       山 崎 真 吾   （現 取締役兼常務執行役員） 

    非常勤監査役       小 圷 律 夫   （現 トピー工業㈱常勤監査役） 

 

 

（３）退任予定取締役 

    現 取締役兼常務執行役員  山 崎 真 吾   （当社常勤監査役に就任予定） 

 

 

（４）退任予定監査役 

    現 常 勤 監 査 役     山 中 立 之   

    現 非常勤監査役     安 念  満 

 

 

（５）昇任執行役員 

    取締役兼常務執行役員    大 池 弘 一   （現 取締役兼執行役員 経営企画室長） 

    常務執行役員       村 田 敬 重   （現 執行役員 研究本部長） 

 

 

（６）新任執行役員 

    執 行 役 員       石 飛 勇 次   （現 化薬事業本部特機事業部長） 

    執 行 役 員       沓 沢 逸 男     （現 愛知事業所衣浦工場長、 

化成事業部長に就任予定） 

    執 行 役 員       高 林 建 一   （現 経理部長） 

    執 行 役 員       松 井 宗 人   （現 資材部長、 

ライフサイエンス事業部長に就任予定） 

 

 

 

－ 9 － 



 

（７）退任執行役員 

                  山 崎 真 吾   （現 取締役兼常務執行役員） 

                  小 川 高 明   （現 執行役員 化薬事業本部火薬事業部長、 

㈱ジャペックス社長に就任予定） 

                  鈴 木 正 明   （現 執行役員 システム部長、 

日油サービス㈱社長に就任予定） 

                  辻 昇     （現 執行役員 設備・環境安全統括室長） 

                  鶴 岡 実     （現 執行役員 大阪支社長、 

日油商事㈱社長に就任予定） 

 

 

 

以 上 
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